
１ 人口と世帯

23 

婚姻数・離婚件数の推移

婚姻件数は、平成 21年以降、約 2,200件を超えた件数で推移。平成 27年には 2,486件と昭和
60年以降最も多くなった。令和 2年以降は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、2,000件を
下回っている。

離婚件数は、平成 21 年の 635 件が最も高く、その後は約 500件程度で推移していたが、令和
3年には 400件と昭和 60年以降最も低くなった。
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出典：東京都福祉保健局「人口動態統計年報（確定数） 令和3年」
※婚姻は夫の住所、離婚は別居する前の住所による



４－１ 子どもの自己形成・参加支援

85 

４．子どもを共に育むまち

１．子どもの自己形成・参加支援

子どもスキップの利用状況

平成１６年度より、児童館より子どもスキップへ順次移行し、平成２８年８月の「子どもスキ
ップ池袋本町」開設により、全２２施設の移行が完了した。 

平成２９年４月より、子ども課から教育部放課後対策課へ業務移管となった。 
※令和 2 年 3 月から新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、子どもスキップ一般利用を休

止し、その後、段階的に再開している。 

中高生センター利用者数

平成 24 年 4 月にジャンプ長崎が開設され、ジャンプ東池袋と併せて 2 施設となった。 
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出典：子ども若者課作成資料

【子どもスキップとは】

「子どもスキップ」は、小学校区単位で「学童クラブ」・「一般利用」・「放課後子ども教室」を一体的に運営する小学生対象の放課後事業である。

子どもスキップ専用スペースのほか、学校施設を活用しており、児童は広い校庭で思いきり遊ぶことができる。

【中高生センターとは】
　中高生の居場所施設として開設。中高生等が自主的に活動する場であり、

中高生の自主的な活動を支援する場でもある。
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基本計画（豊島区基本計画2022-2025）

施策の進捗状況を測る参考指標

現状値

＜2019年度＞

目標値

＜2025年度＞

参考値

＜2030年度＞

発達相談件数(西部子ども家庭支援センター)【件】 5,645 5,700 5,800

基本計画（豊島区基本計画2022-2025）
施策の進捗状況を測る参考指標

現状値
＜2020年度＞

目標値
＜2025年度＞

参考値
＜2030年度＞

要保護児童対策地域協議会の取扱件数【件】 995 1,120 1,200

発達相談件数

西部子ども家庭支援センターでは発達支援事業を実施しており、電話・メール・来館による相
談を受けている。発達相談件数はここ数年増加傾向が続いている。

＊コロナ禍の影響はあったが R3年度からまた増えてきている状況である。

要保護児童対策地域協議会の取扱件数

児童虐待に対する地域や関係機関の危機感の高まりにより、新規の相談・通告件数が増加傾向
にある。令和 5 年 2 月より豊島区児童相談所が開設し、児童相談所・子ども家庭支援センターの
両輪での支援が始まっている。 
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要保護児童等相談・通告件数

児童虐待に対する地域や関係機関の危機感の高まりにより、新規の相談・通告件数が増加傾向
にある。虐待の種別については、身体的虐待・心理的虐待が高止まり傾向にある。虐待以外の相
談（養育困難・特定妊婦）が令和 4年度は増加。 

「豊島区要保護児童対策地域協議会」とは 

 要保護児童対策地域協議会とは、虐待等不適切な養育を受けた子ども等、要保護児童等に関する相

談・通告を受け、情報の共有と支援を行うために協議を行う場です。児童福祉法では、区市町村は要

保護児童対策地域協議会を設置し、虐待を含むすべての子ども・家庭相談を受け、問題解決に向けて

対応することを努力義務化しています。 

 豊島区においては、東部子ども家庭支援センターが要保護児童対策地域協議会の中核機関として、

要保護児童等に対する支援のためにネットワークの運営にあたります。 
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出典：子ども家庭支援センター作成資料
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児童人口に占める児童虐待等の対応の推移

児童虐待が大きな社会問題となり、国を挙げての対策が展開される中、区民の危機意識が  
年々高くなっていると考えられる。また、地域の虐待防止の普及・啓発活動の高まりにより、当
面、相談・通告件数の増加が続くと予想される。 
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基本計画（豊島区基本計画2022-2025）
施策の進捗状況を測る参考指標

現状値
＜2019年度＞

目標値
＜2025年度＞

参考値
＜2030年度＞

子ども家庭支援センター等での子育てに関する相談件数
【件】

31,460 36,000 37,000

基本計画（豊島区基本計画2022-2025）
施策の進捗状況を測る参考指標

現状値
＜2019年度＞

目標値
＜2025年度＞

参考値
＜2030年度＞

子ども家庭支援センターの利用者数【人】 71,958 75,000 80,000

２．子ども・子育て支援の充実

子育て等に関する相談事業実績、ゆりかご・としま事業の面接割合

子育て等に関する相談として、子ども家庭支援センター、訪問、巡回発達、ひとり親家庭、女
性、家庭相談等を実施している。 

平成 27 年度よりゆりかご・としま事業を開始し、妊娠中から出産・子育ての切れ目のない支援
を実施している。面接率について、コロナ禍で低下していたが、令和 3 年度、令和 4 年度にかけ
て回復してきている。 

子ども家庭支援センター利用状況

相談内容はしつけや生活習慣など、育児の基本的な問題が多いが、近年は、家族関係・経済・
就労および養育者（母親）自身に関する相談が増えている。

【子ども家庭支援センターとは】

子ども家庭支援センターは、区民との協働で子育て支援を行うことを

目的に設置された施設で、東部・西部2か所の子ども家庭支援センター

で事業を行っている。

事業内容は、保護者や子ども自身からの相談を受け関係機関と連携

して問題解決を図る「相談事業」、就学までの親子が自由に遊ぶことが

できる「親子遊び広場事業」、育児講座や保護者の自主的な活動を支

援する「地域組織化事業」等がある。また訪問相談員が訪問して子育て

の相談に応じる「子育て訪問相談事業」、保護者の体調不良等で家事・

育児に手助けが必要な家庭にヘルパーを派遣する「育児支援ヘルパー

事業」、公立・私立保育園・スキップ等に巡回し発達相談ができる「巡回

子育て発達相談事業」等がある。

東部子ども家庭支援センターは、児童福祉法上の「要保護児童対策

地域協議会」の事務局として児童虐待対応を行っている。また、西部子

ども家庭支援センターでは、発達に心配のある子どもを対象に、「児童

発達支援事業」を行っている。

【ゆりかご・としま事業】

妊娠中から出産・子育てに関する様々な不安を軽減し、必要な支援を行うため、「ゆりかご面接（妊娠中の体やメンタル、赤ちゃんを迎える準備等の相談）」と、

「おめでとう面接（初めての子育て、赤ちゃんとの接し方等の相談）」を実施し、ゆりかご応援グッズや誕生お祝い品を支給する事業。
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基本計画（豊島区基本計画2022-2025）
施策の進捗状況を測る参考指標

現状値
＜2021年度＞

目標値
＜2025年度＞

参考値
＜2030年度＞

待機児童数【人】 0 0 0

保育園入所状況・待機児童数

女性の社会進出や経済的理由により共働きが増えたことや、大型マンションの建設増により保
育所利用世帯の転入が増えたこと等で保育需要は増加している。 
 施設の新規開設や定員の弾力化により受入児童数を増やし、令和 5 年度は引き続き待機児童数
0 を達成した。 

出典：保育課作成資料

※各年度4月1日現在

※「待機児童数」は、認可保育所、認定こども園、小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業に入所できなかった

人数から、認可外保育所等に入所した児童、特定の保育施設のみを希望している児童、保護者が求職活動を休止している児童及び保護者が育児

休業を延長している児童の合計を引いた数値である。

※「認可外保育所入所児童数」は、認可保育施設への入所申込みをしているが入所できず、臨時保育所、認証保育所、企業主導型保育事業に在籍

している児童の合計である。

出典：保育課作成資料
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基本計画（豊島区基本計画2022-2025）

施策の進捗状況を測る参考指標

現状値

＜2021年度＞

目標値

＜2025年度＞

参考値

＜2030年度＞

保育施設利用定員数【人】 6,940 8,289 8,289

令和 5 年 4 月の豊島区の待機児童数は、令和 4 年度に引き続き待機児童 0 を達成した。

保育施設利用定員数

待機児童対策として私立認可保育所の誘致を進めてきた結果、利用定員数は大きく増加してき
たところであり、待機児童ゼロの維持にもつながっている。コロナ禍により中長期的な見通しを
立てることが困難ななか、一部の保育施設では定員割れが生じており、保育所の誘致も限られて
いくことが想定されるなかで、今後、利用定員数を維持するとともに、保育需要のある地域での
誘致を通して、利用定員の増加を図る。
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認可保育施設数

豊島区は待機児童対策として私立認可保育所の誘致を推進してきた。その結果、令和 5 年度現
在、区内全域で見れば保育需要を満たせているが、一部地域においては保育施設の定員がひっ迫
している状況が続いている。一方で、年度当初に空き定員が見受けられる保育施設が増えている
ことから、令和 5 年度と令和 6 年度については、新規の誘致を行わないこととしている。今後、
再開発事業が進んでいく地域など必要な地域を見極めながら、既存の保育施設における受入枠の
確保に努めつつ、真に必要と認められる場合に保育施設を誘致することにより、最大限に地域の
保育需要を満たせるよう適正な整備を行う。 

保育所（区立＋私立）の 23区比較（施設接近度）

出典：保育課作成資料 
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出典：「特別区の統計 令和4年版」(特別区協議会）より作成

※施設接近度とは、一定の区域内の施設が均等に分布していると仮定した場合の施設相互間の距離をいう。
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病後児保育・休日保育・延長保育利用者数

病児・病後児保育の利用者は新型コロナウイルス感染症の影響により、令和 2 年度に大きく減
少した。令和 4年度は感染状況が落ち着いてきたことに伴い、利用者数は感染拡大前とまではい
えないが、戻りつつある。 
訪問型病児保育も令和 2年度に大きく減少したが、令和 3 年度に増加し、令和 4 年度も若干の

増加傾向がみられる。休日保育及び延長保育の利用者は減少傾向にある。
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出典：保育課「病児・病後児保育・休日保育 実績報告書」「延長保育実績報告書（私立）」より

※病後児保育・休日保育については、H18年度より開始
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一時保育

区立保育園では平成 19年 6月より 3園で実施し、各園定員 1名のため利用数は全体の 10～15％
である。24 年度よりさらに 3 園を拡充した。各園定員は 1 名であるものの、前年度比 1.5 倍の
1153 名と 25 年度に利用者が大幅に増えたが、27 年度以降は減少傾向にある。しかし、定員が各
園１名のため、利用できないとの声も多く 31 年 4 月から 2 園拡充した。私立保育園では令和 4年
度 4 月現在 8 園実施しており、総定数は 42 名となっている。令和 3年度から地域型保育事業所が
1 園一時保育事業を開始した。 
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【保育ママとは】

認可保育所待機児童対策の一環として、区が認定した家庭的保育者が自宅での家庭的な雰囲気の中で乳幼児を保育する事業

ファミリー・サポート・センター援助会員活動件数

新型コロナウイルス感染症の影響により、活動件数は令和 2年度に半減したが、令和 3 年度以
降は、順調に回復している。コロナ禍のため、集合しての利用登録会を取りやめた影響により、
利用会員数は令和 2 年度から減少に転じた。現在は、いつでも利用登録を受け付けており、実際
に活動を利用する前に登録を行っている。

家庭的保育事業（保育ママ事業）の利用状況

平成 27 年 4 月 1 日子ども・子育て支援新制度開始により、自宅型保育ママは家庭的保育事業へ
移行した。施設型保育ママ（すくすくルーム）は、9 か所のうち 2 か所が小規模保育事業 A 型へ
移行し、6か所が C型へ移行した。令和元年度末に 1 か所閉設したため、2 か所となった。

ファミリー・サポート・センター 年度別援助会員

の活動状況
【ファミリー・サポート・センターとは】

ファミリー・サポート・センターは、子育

て中の家庭を支援するために「子育ての

手助けをしてほしい区民」（利用会員）と

「子育ての手助けがしたい区民」からな

る相互援助の会員組織である。

区は事務局として会員間の橋渡し

（コーディネート）を行い、地域の中で実

施される子育て支援活動を援助してい

る。

［利用会員］

豊島区に居住し、生後43日～小学校

修了までの子どもを持つ方

［援助会員］

豊島区に居住し、事務局が実施する講

習会を受講修了された方
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小規模保育

平成 26 年度に 4 か所設置し、7か所となった。平成 27 年 4月 1日の「子ども・子育て支援新
制度」開始により、小規模保育事業Ａ型・B型・Ｃ型へ区分を整理し移行した。その他、平成 27
年度中に整備開設した施設を加え 24 か所となった。平成 28 年度に 2か所開設し、認証から移行
した 1か所を含め 27 か所となった。平成 29 年度は 1 か所私立へ移行したため 26 か所となり、
平成 29 年度末で 1か所閉園し平成 30 年度より 25 か所となる。その後、令和元年度末に１か所
閉園したことにより、令和２年度より 24 か所となっている。令和 2 年度末に 1 か所、令和 3 年
5 月末で 1か所、令和 4年度末に 1か所が閉園したことにより、令和 4 年度末は 21 か所となっ
た。

出典：保育課作成資料 

※各年度 3 月 31 日現在 

【小規模保育事業とは】

小規模保育事業は、区が施設や運営の基準を定め、民間事業者が空き家、空き店舗等を活用し、保育所の設置運営を行なう事業

出典：保育課作成資料 

※各年度 3 月 31 日現在 

（園） （人）

（人）
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３．学校における教育

区立学校児童・生徒数の推移

出生率の低下の一方で、区内のマンション建築等によるファミリー世帯の転入に伴い、区立小
学校の児童数及び学級数は増加傾向にある。また、令和 3 年 3 月の義務標準法の改正を踏まえ、
令和 7年度までに区立小学校の 35 人学級を計画的に整備するため、学級数はさらに増加が予想さ
れる。 

区立中学校は、平成 28 年度以降、国公私立中学への入学者が増加傾向にあるため、生徒数及び
学級数は減少していたが、住民登録者数の増加により令和元年度以降増加傾向にある。 

区立学校入学児童・生徒数と割合

近年はファミリー向けマンションの建築により学齢児童生徒数は増加傾向が見られたが、区立
小学校の入学者数は、令和 5 年度は減少した。入学割合については概ね一定の割合で推移してい
る。

区立中学校への入学割合については、平成 28 年度に国公私立中学への入学者数の増加により
減少したのち、概ね一定の割合で推移している。
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8,888 

9,055 9,194 9,262 

305 
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200

210

220

230

240

250

260

270

280

290

300

310

320

330

340

6,800

7,300

7,800

8,300

8,800
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（学級数）（児童数）

（年度）

①区立小学校児童数・学級数の推移

児童数
学級数 ※特別支援学級の児童数、学級数含む

849 892 901 893 
940 

59.4%
60.4%

59.1%
57.9%

59.6%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%
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70.0%

75.0%

80.0%

200

400
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800

1,000

1,200

1,400

H31 R2 R3 R4 R5

（人）

（年度）

②区立中学校入学割合

生徒数

入学割合

出典：公立小・中学校学級編制（特別支援学級を含む）の

基礎となる児童・生徒数調査（※4月7日時点）、隣接校選択

制希望票郵送状況（※学齢児童・生徒数）

※生徒数は各年4月7日現在
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※児童数は各年4月7日現在
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②区立中学校生徒数・学級数の推移
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出典：例月児童生徒数調査（各年5月1日現在）

※特別支援学級の生徒数、学級数含む
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基本計画（豊島区基本計画2022-2025）
施策の進捗状況を測る参考指標

現状値
＜2020年度＞

目標値
＜2025年度＞

参考値
＜2030年度＞

ＩＣＴを活用した授業力向上に関する研修講座（学校訪問

も含む）【回】
190 215 240

ＩＣＴを活用した授業力向上に関する研修講座

タブレットパソコンについては、単元や本時のねらいに即して効果的に活用することや、意見
の集約や振り返りでの活用等授業の効率化を図ることをねらいとして使用している。指導課によ
る学校訪問の際には、活用状況を把握し、個別最適な学びに向けた ICTの有効活用について指導・
助言を行った。

ＩＣＴを活用した授業に満足した児童・生徒の割合

令和４年度は日常的にタブレットパソコンを活用した授業を行った。中学校では約３ポイント
肯定的回答が増加した。授業で日常的に使用し、興味のあることをさらに追究したり、分からな
いことをデジタル教材等で視覚的に捉えたりすることで個別最適な学びを進めることができてい
ると考えられる。今後も ICT機器を活用した授業づくりについて検討していく。

1 1

190

153

104

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200

H30 R1 R2 R3 R4
出典：指導課作成資料

ICTを活用した授業力向上に関する研修講座（学校訪問を含む）
（回）

（年度）

76.5% 79.2%

89.3% 87.9% 88.7%

66.8% 69.7%

85.0% 82.9% 85.2%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

H30 R1 R2 R3 R4

電子黒板やタブレットを使った授業が

分かりやすいと思う児童・生徒の割合

区立小学校６年生 区立中学校３年生

出典：「令和４年度 心理検査」

（％）

（年度）
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区学力調査で目標値を達成する児童・生徒の割合

小学校では国語、算数、社会の達成率が全国を上回っている。中学校では、国語、英語の達成
率が全国を上回り、数学では近い数値となっている。一方で、小学校では理科、中学校では社会
と理科で全国値を下回った。児童・生徒の主体性を生み出すような課題設定を行い、資料の活用
や実験結果の考察から課題を解決していくような授業作りを行っていく必要がある。

※達成率とは、目標値と同程度以上の正答率であった児童・生徒の割合をいう。

【令和４年度「豊島区学習状況調査」】

（1）実施期間　　　

令和４年４月２５日（月）～５月３１日（火）

（2）調査人数

小学校3年～6年児童　22校　5,637名　

中学校1年～3年生徒　 8校　2,452名

（3）調査内容

小学校3年：国語、算数　

小学校4年：国語、算数、理科

小学校5年：国語、社会、算数、理科　

小学校6年：国語、社会、算数、理科　

中学校1年：国語、社会、数学、理科　

中学校2年：国語、社会、数学、理科、英語　

中学校3年：国語、社会、数学、理科、英語　

（4）調査方法

各教科ともペーパーテストによる調査（国語・英語の聞き取りはＣＤを使用）

　豊島区教育委員会は平成15年度から区立小・中学校の児童・生徒の学力等の状況を把握し、その結果
や経年の変化等、分析、比較、検討することで各学校での指導改善に役立てる目的として、「基礎的・基本
的な内容の定着」について調査を行っている。

　　※令和３年度に学習した内容についての調査である。中学校３年生は、改定前

　　　　（平成２１年公示）の学習指導要領に準じた内容や評価の観点となっている。

○全学年　児童・生徒達成率

区正答率

全国正答率

学年

72.6 78.8 67.8 56.7

67.1 74.8 60.8 47.8

72.2 72.5 67.8 67.7

68 70.1 59.1 59.1

73.7 73.6 70.4 55.5

68 70.2 61.9 43.5

65.4 67.5 61.6 51.8

62 64.4 56.8 42.7

61.1 66.5 56.4 43.4

57.3 64.2 51.3 39.0

68.7 70.3 65.4 54.8

66.7 69.6 62 54.3

65.6 67.3 64.4 62.8

67.5 68.3 67.3 67.9

67.5 68.6

51.0

中１

中２

中３ 63.7

62.5 65.0

56.3 61.5

教科全体 知識・技能

小３

小４

小５

小６

73.266.9

66.2 66.4

65.4

61.2 62.1

凡例

53.061.1

62.0 62.0

目標正答率

国
語 48.0

50.9 45.0

62.062.2

57.7

58.4

主体的に学習に取り組む態度思考・判断・表現

50.062.7
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学年

69.6 70.7 66.4 67.8

70.3 70.5 69.7 67.9

69.2 69.9 67.6 66.3

69.5 70.4 67.3 63.5

50.1 47.2 54.8 52.3

52.9 51.2 55.7 53.5

56.0 59.5 51.4 49.6

56.4 61.4 49.8 49.3

51.5 50.1 54.8 41.9

55 54.1 57.1 42.6

学年

78.4 80.0 71.4 77.6

73.9 76 64.9 72.2

77.8 80.8 67.0 75.7

73.1 76.9 59.4 72.4

68.5 74.0 56.3 54.2

60.4 67.4 45.1 45.5

70.8 75.7 59.7 61.4

63.5 70 48.7 50.3

69.8 69.4 69.4 66.9

69.2 69.9 69.9 64.9

61.2 63.5 52.7 51.2

56.6 58.7 48.6 48.2

53.9 57.4 45.0 46.7

52.6 55.8 44.5 46.5

学年

63.8 72.7 54.9 42.3

62.5 73.1 52.0 41.6

65.0 74.1 53.8 43.2

62.5 72.4 50.5 40.4

66.0 69.5 62.1 56.6

68.2 72.9 63.1 58.3

59.3 62.7 56.4 55.5

62.3 56.4 58.8 57.4

50.3 52.6 48.1 36.4

54.0 57.4 50.8 41.3

47.5 45.7 49.4 23.7

53.7 52.9 54.6 33.5

学年

62.1 68.9 54.0 58.1

55.9 62.5 48 50.9

59.9 66.2 45.9 61.1

54.1 61.8 37.3 53.4

算
数
・
数
学

教科全体 知識・技能 思考・判断・表現 主体的に学習に取り組む態度

52.7 52.5

小３

小５ 66.7 67.0

中２ 56.5 60.3

小６ 67.1 68.8

中３ 55.0 54.8

社
会

中１ 53.6 54.2

小４

65.7 64.4

51.5 50.0

62.5 58.9

55.6 42.8

教科全体 知識・技能 思考・判断・表現 主体的に学習に取り組む態度

小３ 72.5 74.2 65.0 70.0

小４ 72.3 75.2 62.1 70.6

67.9 68.9 65.8 63.5

小５ 63.6 69.3 51.0 51.4

中１

小６ 63.9 69.8 50.5 50.8

中３ 57.5 60.9 48.9 51.1

中２ 58.8 61.2 50.0 51.9

教科全体 知識・技能 思考・判断・表現 主体的に学習に取り組む態度

52.7 40.0

43.9

小３

小４ 62.7 72.7

小５ 62.7 71.8 51.8

理
科

61.7

中２ 54.8 57.8

中３ 54.1 52.4

52.1 45.8

55.9 43.3

小５

中１

小４

小６ 63.9 68.8 58.7 56.7

中１ 61.7 64.7 59.1 57.1

中３ 55.5 61.4 42.5 55.4

中２ 55.8

英
語

教科全体 知識・技能 思考・判断・表現 主体的に学習に取り組む態度

小３

48.7 51.2

小６
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読書が好きな児童・生徒の割合

毎日読書をし、読書の習慣化が図られている児童・生徒が約８割いる一方で、約２割の児童・
生徒は「読書をすることはない」と回答している。読書活動を一層推進し、不読率を下げていく
ことが課題である。

学校生活への満足度

 小・中学校ともに８５～９０％で推移している。

不登校児童・生徒の推移

 不登校児童・生徒数は、前年度と比較して、小学校・中学校ともに増加している。
不登校の主たる要因としては、小学校、中学校ともに「本人の無気力や不安感」が最も多くなっ
ている。

78.0%

68.9%

80.9% 82.5% 81.1%

77.0%

59.3%

74.5%

80.4%
78.1%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

H30 R1 R2 R3 R4

毎日読書をする児童・生徒の割合

区立小学校 区立中学校

出典：「令和４年度第２回心理検査」
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出典：「令和４年度 区不登校調査」

出典：H28～令和元年度　基礎的・基本的な内容の定着に関する調査より
　　　 令和２～４年度第２回心理検査より
質問項目「今のクラスが好きですか」に対し肯定的に回答した児童・生徒の割合
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児童・生徒の体力、運動能力の状況

身長 体重 握力 上体起こし 長座体前屈 反復横とび ２０ｍシャトルラン ５０ｍ走 立ち幅とび ソフトボール投げ 体力合計点

(cm) (kg) (kg) (回) (cm) (点) (回) (秒) (cm) (m) (点)

東京都 117.2 21.4 8.8 11.0 26.2 26.4 16.6 11.5 113.6 7.3 29.4

豊島区 117.4 21.4 8.5 11.1 25.7 27.4 17.1 11.4 114.1 6.6 29.6

東京都 123.2 24.1 10.5 13.7 27.8 30.1 25.3 10.6 123.9 10.2 36.4

豊島区 123.7 24.1 10.5 13.6 27.1 30.7 24.7 10.4 126.8 9.9 36.9

東京都 129.0 27.2 12.4 15.6 29.9 33.3 31.8 10.1 133.7 13.4 42.1

豊島区 129.4 27.5 12.4 15.8 30.6 34.7 31.2 9.9 136.3 13.9 43.2

東京都 134.3 30.7 14.2 17.6 31.9 37.1 38.5 9.6 142.4 16.6 47.7

豊島区 135.1 31.1 14.0 17.1 31.1 38.5 38.4 9.5 145.1 16.6 48.1

東京都 139.8 34.3 16.3 19.3 34.1 40.8 45.5 9.3 151.8 19.8 53.1

豊島区 140.3 34.8 15.9 18.4 33.5 41.1 42.8 9.3 151.6 19.6 52.3

東京都 146.4 39.1 19.2 21.1 36.2 44.2 52.9 8.9 163.1 23.2 58.9

豊島区 147.1 39.8 19.0 21.0 36.9 45.6 50.0 8.8 167.6 23.0 59.4

東京都 116.3 20.9 8.2 10.7 28.6 25.5 13.7 11.8 105.7 5.1 29.2

豊島区 116.8 21.1 8.0 11.2 28.4 26.3 14.4 11.7 108.3 4.7 30.2

東京都 122.2 23.5 9.9 13.2 30.8 29.0 19.4 11.0 115.7 6.7 36.6

豊島区 122.6 23.7 9.9 13.0 30.7 29.8 20.1 10.7 118.8 6.1 37.1

東京都 128.2 26.5 11.7 15.0 33.5 31.7 23.7 10.4 125.7 8.5 42.7

豊島区 128.7 26.7 11.8 15.1 34.3 33.2 23.5 10.2 129.2 8.3 43.7

東京都 134.5 30.1 13.5 17.0 35.9 35.5 29.2 9.9 135.3 10.4 48.7

豊島区 134.5 30.0 13.2 16.8 35.5 37.0 29.4 9.8 138.9 10.0 49.0

東京都 141.6 34.7 16.1 18.4 38.7 39.1 35.4 9.5 145.2 12.4 54.7

豊島区 141.5 34.6 15.7 18.5 38.7 39.8 35.3 9.3 149.5 12.1 55.4

東京都 148.1 39.8 19.0 19.5 41.5 41.7 40.0 9.2 153.1 14.0 59.6

豊島区 148.8 39.8 18.8 19.3 43.2 43.6 39.9 9.0 157.4 13.8 61.0

身長 体重 握力 上体起こし 長座体前屈 反復横とび 持久走 ５０ｍ走 立ち幅とび ハンドボール投げ 体力合計点

(cm) (kg) (kg) (回) (cm) (回) (秒) (m) (cm) (m) (点)

東京都 154.5 44.5 23.8 23.2 39.4 48.6 438.0 8.5 181.7 17.3 32.7

豊島区 155.7 45.5 24.8 24.0 37.5 47.2 448.7 8.5 181.6 16.4 32.0

東京都 161.6 49.3 28.8 25.8 42.8 51.6 397.1 7.9 197.6 20.2 40.5

豊島区 162.8 50.7 30.2 25.5 41.8 50.0 401.9 7.9 196.8 19.5 40.1

東京都 166.5 53.8 33.3 28.0 46.2 54.5 385.5 7.5 210.9 22.8 47.2

豊島区 167.0 55.1 34.6 28.2 46.8 53.3 392.8 7.5 211.6 21.8 46.5

東京都 152.8 43.7 21.1 20.3 43.2 44.8 44.9 9.1 163.6 10.7 42.3

豊島区 153.3 44.8 21.6 20.8 42.3 44.1 318.9 9.0 164.4 10.1 41.9

東京都 155.4 46.7 22.9 22.0 45.3 46.0 50.0 8.8 167.7 12.1 46.9

豊島区 155.6 47.3 23.2 20.9 44.0 43.9 306.0 8.8 166.2 11.5 45.3

東京都 157.0 48.9 24.3 23.3 47.4 47.0 52.0 8.8 169.9 13.2 49.8

豊島区 157.4 49.7 24.5 22.1 45.8 46.1 304.5 8.8 166.9 12.2 48.0

男
子

１年生

２年生

３年生

中学生

女
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１年生

２年生

３年生

体力テスト種目

体格

体格
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女
子

１年生

２年生

３年生

４年生

５年生

６年生

体力テスト種目

５年生

６年生

 東京都及び豊島区立学校の体力・運動能力調査結果等からも明らかなように、児童・生徒の体力は低下傾向にある。調査を通じて
児童・生徒の意識向上を図ることをねらいとしている。
　　（1）実施期間：令和４年５月～６月　　（2）調査人数及び調査内容：小学校22校・中学校8校の全児童・生徒
　　（3）実施種目：文部科学省「新体力テスト」に基づく８種目
出典：令和４年度「東京都児童・生徒体力・運動能力習慣調査」
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４年生
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男
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基本計画（豊島区基本計画2022-2025）
施策の進捗状況を測る参考指標

現状値
＜2020年度＞

目標値
＜2025年度＞

参考値
＜2030年度＞

東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調
査体力合計点【ポイント】

小6　61.4
中3　48.8

小6　62.5
中3　50.0

小6　63.6
中3　51.5

体力・運動能力調査体力合計点（小学校６年生・中学校３年生）

区立小・中学校図書館の蔵書数

豊島区の区立小・中学校の蔵書数は、学校図書館のデータベース化に伴い、古い図書の廃棄処
分が進んだ結果、蔵書数が減少した時期もあった。しかし、図書の入れ替えが概ね終了したこと
から、平成 25年度より、各学校の蔵書数が増加し、公立学校の学校図書館に整備すべき蔵書の標
準として文部科学省が定めている｢学校図書館図書標準」(学級数に応じた標準蔵書数）達成校数
が伸び、令和２年度以降、全校達成の状況が続いている。豊島区の児童・生徒数は増加傾向にあ
り、学級数が増えることにより、図書標準の基準も増加し、図書を置くスペースの確保が課題と
なっている。今後も引き続き「学校図書館図書標準」の達成を維持しつつ、読書環境を整備し、
児童・生徒の読書習慣を確立することを目指す。
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出典：令和4年度東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣調査
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出典：令和4年度東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣調査
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基本計画（豊島区基本計画2022-2025）

施策の進捗状況を測る参考指標

現状値

＜2020年度＞

目標値

＜2025年度＞

参考値

＜2030年度＞

オンラインを活用した研修の回数【回】 8 20 50

基本計画（豊島区基本計画2022-2025）

施策の進捗状況を測る参考指標

現状値

＜2020年度＞

目標値

＜2025年度＞

参考値

＜2030年度＞

学校復帰率【％】 38.1 43.0 48.0

学校復帰率

 児童・生徒が柚子の木教室（適応指導教室）に入る目的として、学校には登校できないが落ち
着いて学習できる環境（学習機能）と、引きこもり傾向にあり家庭から出て活動する場所（居場
所機能）を求めており、それぞれの機能を充実させるために環境の整備や運営の改善を図ってき
た。また社会への適応支援として、校外学習、SST 等を実施すると共に SSW や教育相談との連
携や学校訪問による支援を行った。柚子の木教室においての学校復帰率は、在籍 65 人のうち 53
人復帰し、81.5％の復帰率となっている。

オンラインを活用した研修の回数

令和４年度は、オンラインを活用した研修を３６講座計画し実施した。集合できる研修も増え
てきているため、令和３年度と比べてオンラインを活用した研修は減っている。令和５年度は研
修を受講した際に提出する受講記録を全てオンラインで提出できるようにし、記録作成に係る時
間の短縮を図る。
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出典：豊島区立教育センター活動記録

柚子の木教室（適応指導教室）
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授業の理解度

小学校の約 6割の児童及び中学校の約 4割の生徒が「よく分かった」と回答し、各校の授業改
善が進んでいると考えられる。令和３年度の数値が下降しているのは、コロナ禍における様々な
授業の制約が原因と考えられるが、令和４年度の小学校においては 6.5 ポイントも肯定的回答が
増えている。今後も児童・生徒の「わかる」授業に向け、一単位時間のねらいを明確にし、めあて
とまとめの一体化を図った授業を定着させるため、授業改善を進めていく。         

基本計画（豊島区基本計画2022-2025）
施策の進捗状況を測る参考指標

現状値
＜2020年度＞

目標値
＜2025年度＞

参考値
＜2030年度＞

区児童生徒意識調査「授業の理解度」【％】
小6　55.4
中3　41.7

小6　60.0
中3　50.0

小6　65.0
中3　55.0

55.4
51.6

57.1

41.7
36.8 36.4

0

10

20

30

40

50

60

R2 R3 R4

出典：令和２～４年度

第２回心理検査

授業の理解度

区立小学校 区立中学校
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４．家庭と地域の教育力の向上

スクールソーシャルワーカーの申請件数推移

複数のＳＳＷがそれぞれの強みを生かしながら組織対応するとともに、関係機関との連携も積
極的に行うことで、児童・生徒の学びの保障に取り組んだ。今年度１０月からは新たにＳＳＷを
増員し、従来の派遣型に加え、学校巡回型支援の取り組みを開始し、問題の未然防止や早期発見
に取り組んだ。学校巡回を通して関わった支援件数は５８５件（小学校 485 件・中学校 100 件）
となった。また新型コロナウイルスの影響を受つつも、不登校対策会議の全小・中学校での開催
やオンラインの活用など、支援の手を緩めることなく活動をつづけた。間接支援、助言指導など
１１件を含む全申請・支援ケースは１１３件となり、直接支援を行った１０１件中５４件、５３%
で問題の解消又は改善が見られた。

教育相談の内容別件数

子どもの成長に伴って生じてくる様々な心配事や悩みについて、来所による継続的な相談を行って
いる。幼児から高校生相当年齢までの子どもやその保護者を対象に、予約制の面接を基本とし、必要
に応じて検査や関係機関との連携も行っている。また匿名で利用できる電話による相談も行っている。
令和４年度は、コロナによる制限が徐々に緩和されたことで、来所相談がコロナ禍以前の水準に戻り
つつある。電話相談も増となり、その内容も多岐に渡っていて、相談者のペースに合わせた助言など
行った。 

出典：豊島区立教育センター活動記録
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トライアルスクールの実施状況

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響があり、実施時間が大きく減少した。令和３
年度はトライアルスクールが再開され、参加生徒率が大きく増加した。令和４年度には英語、数
学、漢字の検定に向けた講座を実施した。時間数は増加したものの、参加生徒数は減少している。

青少年育成委員会

研修会への参加意識はとても高い。※改選期２年毎の新任研修などは開催しない年もあり変動す
る。 

【トライアルスクールとは】

　区立中学校において、設定した曜日の
放課後等に、1回2時間程度、英語・数

学・漢字・パソコン等の検定合格を
目指して学習する講座。

【青少年育成委員会とは】
　区内12地区に分かれ青少年の健全育成
のための活動を行っている団体。
  区は、委員の資質向上のための研修会の
実施、補助金の支出、12地区の情報交換の
場の提供などを行っている。
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240

139
72

36 33

0

100

200

300

H30 R1 R2 R3 R4

（人）

（年度）

青少年育成委員会研修会参加者数の推移

出典：子ども若者課作成資料（としまのいくせい）



４－４ 家庭と地域の教育力の向上

108 

基本計画（豊島区基本計画2022-2025）

施策の進捗状況を測る参考指標

現状値

＜2020年度＞

目標値

＜2025年度＞

参考値

＜2030年度＞

地域人材を活用した放課後子ども教室の実施回数【回】 212 2,300 2,350

セーフティ教室の実施状況

地域人材を活用した放課後子ども教室の実施回数

２２小学校区毎に教室があり、各教室の年間平均実施回数は１００回程度である。令和２・３
年度は、新型コロナウイルス感染予防のために教室を休止、令和 4 年度は一部休止したことによ
り、減少している。
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出典：放課後対策課作成資料

放課後子ども教室実施回数（回）
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出典：令和４年度教育課程届 補助資料３
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【セーフティ教室とは】
　区内の全小・中学校において、非行防止、犯罪被害防止を目的に、各
学校で年に1回以上実施し、児童・生徒の安全教育を推進している。
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５．生きる力の土台となる就学前教育の充実

幼稚園就園率の推移 

区立幼稚園園児数の推移

4 歳児の新入園募集期間の応募状況は､平成 30 年度から毎年減少していたが、令和 3 年度から
はほぼ横ばいである。また、令和 2年度の夏休みから長期休業中の預かり保育を 3 園で実施して
いる。

就園率＝
幼稚園就園者数

各歳人口－認可保育所（区立・私立）入所者数
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出典：学校基本調査(調査基準日は毎年5月1日)

※各園定員６０名(３０名×２クラス〔４・５歳児〕)

※( )内は合計

90.1%
94.6%

83.7%

73.1%

69.1%

81.7%

66.1%

69.8%

64.8%

45.7%
40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

R1 R2 R3 R4 R5
（年度）

幼稚園就園率の推移

4・5歳児就園率（区立＋私立）

3歳児就園率（私立）

出典：【各歳人口】
住民基本台帳人口
（R5年1月1日現在）

【区立幼稚園就園者数】
庶務課作成資料
（令和5年5月1日現在）

【私立幼稚園就園者数】
保育課作成資料
（令和5年5月1日現在）

【区立・私立保育所入所者数】
保育課作成資料
（令和5年4月1日現在）
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